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研究成果の概要（図・グラフは使用しな い こと）  

 本研究の目的は、以下の三つであっ た 。第一に、日本のコミ ュニケーション産 業 に関する 日

本と海外のメディ ア 言説 または社会的 言 説 を比較分析し 、現 状認識の違い、温度 差を明らかに

する。第二に 、コミュ ニケーション産業 に 関わる諸政策をイ ノ ベーションの視点 か ら評価を行

うこと。 そして 、第 三に、 1990 年代か ら 現在に至 るまで のコ ミュニケ ーショ ン産 業から生み

出された様々な製 品 、サービスについて、ユーザー側の視点 か ら評価を行い、その 成敗の原因

を解明することで あ る。このうち、コミュ ニケーション産業 及 び電子産業、メディ ア産業に関

するメディア言説 ま たは社会的言説の 分 析に関しては 、日本及 び欧米における主 要 なメディア

の言説の分析に取 り 組んだ。分析対 象の メディアは、デ ータ ーベースのアクセ ス が可能な日本

の朝日、読 売、産 経 、日経新聞に加えて 、アメリカのニュー ヨークタイムズ、ウ ォール ストリ

ートジャーナル、 カ ナダの The Globe  and Mai l、イギ リスの The  Times、そ して 韓国の朝鮮

日報、東亜日報 、中 央日報を加えた 。そ の結果、日本と 海外 の間には大きな違 い があることが

判明し、また日本国 内においても、微妙 だが重要な違い、す なわち政治的なス タ ンスに起因す

る違いがみられた 。い わゆるリベラルと 保 守と位置づけられ る 政治世論と共鳴す る 違いがみら

れ、いわゆ る「テ ク ノナショナリズム」または「技術立国」といわれる一連の 言 説がもつ政治

性が明らかになっ た 。こうした傾向 は、海外、とくに欧 米の メディア において は 、みられない

特徴であり、日本 論 としての再考の必 要 性を確認できた。 ま た、メディア言説 の 分析からは、

社会的な雰囲気に よ る影響も解明でき る ことが期待できる。そのため、本研究で は、新 聞記事

の分析に加えて、ド ラマや漫画などの 大 衆文化についての 分 析にも取り組んだ。まず、はじめ

に過去のドキュメ ン タリーやドラマ 、漫 画を対象とした研 究 についてレビュー を 行い、近年の

事例を集め、分析に 取 り組んだ。具体的な 作 品としては、NHK ス ペシャル「 MADE IN JAPAN」、

ベストセラー漫画「 島耕作」シリー ズ 、そのほか、日本 の電 子企業を対象とし た 小説やノンフ

ィクション、そ して それらを原作とし た ドラマや映画など も 分析対象に含める こ ととし、分析

に着手した。欧 米に おける大衆文化に お ける日本の、い わば テク ノジャパンと し ての描か れ方

とも比較を試みた 。   
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研究成果の概要（つづき） 

  

 次に、コ ミュニケー ション産業にかか わ る諸政策の分析に つ いては、地上 波デジタ ル化政策、

そ し て 放 送 と 通 信 の 融 合 に か か わ る 諸 政 策 な ど の 歴 史 的 形 成 過 程 に つ い て 先 行 研 究 の レ ビ ュ

ーとともに歴史的 な 分析を行った。そ の うえで、いわゆる「ク ールジャパン政策 」の形成過程

や政策内容、そして その政策に関する 公 的言説の分析に取 り 組んだ。この「クール ジャパン政

策」は、従来からの護 送船団方式の産業 政 策とは、その規模や 体制の面から根本 的 に異なるも

のであり、 1990 年 代 以降からの規制緩 和 の流れに逆行する も のでもない、とい う 点において

は、従来の日本型産 業政策とは明らか に 異なるものであっ た 。むしろ、放送や日本 発文化産業

の国際化の議論や 政 策の流れの延長線 上 にあるものとして 位 置づけられ、同時 に、パブリック

デ ィ プ ロ マ シ ー や 国 家 イ メ ー ジ 向 上 （ Nat ion  branding)に 強 調 点 が 置 か れ て い る こ と が わ か

った。その背景に は、ナショナリズムの 空 気が強く、いわば 文 化ナショナリズム 、あるいはテ

クノナショナリズ ム と名付けられた言 説 としての側面が浮 き 彫りになった。最後 に、製品、サ

ービスについての ユ ーザー側の視点か ら の評価については 、 2000 年以降に 製品化 されたもの

を分析対象として 収 集し、その製品のサ イクル、市場での反 応、消費者による評 価についての

分析を行った。   
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